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研究成果の概要（和文）：　「環境物品の貿易構造の分析」では、APECリストによる環境物品54品目の貿易構造
について、３つの財グループ毎に重力モデル分析を行い、アジア太平洋地域の特性と生産フラグメンテーション
効果の両面から財グループの貿易構造に関する興味深い結果を導いた。
　「貿易自由化効果の分析」については、環境物品の中で特に普及が進む再生可能エネルギー関連物品に焦点を
当て、関税が貿易に与える影響について、関税を含む重力モデルにによって明らかにした。ここでは、二国間の
価格効果を考慮した固定効果法による重力モデルによる分析結果を伝統的重力モデルによる分析結果と比較し、
詳細な分析結果の検討による強固な分析結果を導いた。

研究成果の概要（英文）：　The first part of this research, the analysis of trade structure of 
environmental goods in Asia-Pacific Region is conducted based on the gravity model for three groups 
of 54 environmental goods of APEC list. The fragmentation effects and regional effects for the trade
 structure of the environmental goods are clarified using the unique specification of the gravity 
model .
  The second part of this research, the analysis of the effects of trade liberalization on trade 
increase for the environental goods is conducted using the gravity model with bilateral tariff rates
 focusing on the goods for renewable energy, which attract attention for enrivonmental protection 
recently. The fixed effect gravity model with multilateral price term is applied in this analysis in
 addition to the traditional gravity model. The detailed effects of bilateral tariff rates are 
clarified based on those two types of gravity models, for each of those environmetal goods.    
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１． 研究開始当初の背景 
(1) 研究開始当初の 2013 年は、APEC（アジア太平洋経済協力会議）における 2012 年 9 月 
の首脳宣言において、環境物品貿易自由化について合意された直後であり、環境物品貿易につ
いての関心が高まっていた時期であった。そこで、特にアジア太平洋地域において注目を集め
ている環境物品に焦点を当てて、その貿易構造について分析し、APEC が主導する貿易自由化
効果の分析を行うことは非常に意義のあることだと考えて研究をスタートさせた。また研究開
始当初は、「環境物品とは何か」といった定義について明らかにし、また APEC をはじめとし
た各国際機関における環境物品リストについて調査することにより、分析対象を確定すること
から開始した。 
 
(2) 一方で、研究開始当初は、生産の国際的フラグメンテーションによる部品貿易やサプライ 
チェーン構築という事実について、特にアジア太平洋地域を中心に関心が高まっていた時期で
あり、環境物品貿易においてもフラグメンテーション効果による貿易構造を明らかにすること
を重視することとした。 
 
２． 研究の目的 
(1) 世界における環境物品貿易の構造がいかに構築されているかを明らかにすると同時に、特 
にアジア太平洋地域に焦点を当てて環境物品貿易構造の特徴と決定要因について分析すること
を目的とした。まず、アジア太平洋地域におけるすべての二国間貿易の詳細な統計データを用
いて、環境物品の部品の貿易について着目し、フラグメンテーション効果を明らかにし、引き
続いてヨーロッパ地域のデータも含めた分析を行い、アジア太平洋地域とヨーロッパ地域での
域間比較分析により、アジア太平洋地域における環境物品貿易の決定要因を考察し、地域内分
業体制の構造について明らかにすることを目的とした。 
 
(2) 環境物品の貿易自由化政策については APEC が主導的立場にあるが、WTO でも有志国の 
間で進められている。こうした環境物品貿易自由化交渉の意義について明らかにするために、
関税引き下げによる貿易拡大効果についての分析を行うこととした。関税引き下げにより、輸
出国での環境物品生産の増加と輸入国での環境物品の普及を通じて、どの程度貿易が増加する
のかについて分析し、環境改善効果の可能性を探ることを目的とした。 
 
３．研究の方法  
(1) APEC が作成した環境物品リストに従い、アジア太平洋地域における環境物品についての二
国間貿易の統計データ（HS６桁運類または９桁分類）を収集し、それを用いて各品目に投入さ
れる部品貿易の割合を調べ、二国間でのフラグメンテーション効果を明らかにする。この分析
においては、基本的なグラヴィティ・モデルを用いて二国間貿易の決定因を計量的に分析し、
そこで部品貿易比率を説明変数として導入する。さらに、地域ダミー変数等を説明変数そてい
推定式に導入することにより、フラグメンテーション効果に関する地域的特徴についても明ら
かにする。 
 
(3) 環境物品貿易における主要国の関税率の推移を調べ、APEC 合意等での関税引き下げによっ

て、どの地域がどの程度の効果を得るかに関して統計的、計量的に実証分析を行う。また、
地域貿易協定締結国間では、特恵的関税率が採用されるので、こうした地域貿易協定によ
る関税効果の貿易への影響も同時に分析することができる。この分析においては、固定効
果法によるグラヴィティ・モデルによる計量分析を導入する。 
 

４．研究成果 
(1) 研究の前半部分「貿易構造の分析」については、最終的に“Journal of Economic 
Integration” に掲載され、広く成果を世界に知らしめることができた。研究成果の内容とし
ては、環境物品に関する貿易構造の決定要因分析において、グラヴィティ・モデルに基づく分
析を行うことにより、フラグメンテーション効果について部品貿易割合を導入して明らかにし
た。また地域効果に関して、アジア太平洋地域の特徴を、ヨーロッパの特徴との比較分析にお
いて明らかにした。さらに、アジア太平洋地域の貿易構造の特徴を、APEC 加盟国と日本＝
ASEAN・FTA 加盟国に分けて、フラグメンテーション効果と他の決定要因について明らかにした
ことが大きな成果となった。 
 
(3) 研究の後半部分（貿易自由化の分析）に関しては、関税率を導入したグラヴィティ・モデ 
ルによる分析において、伝統的グラヴィティ・モデル分析と、二国間価格効果を考慮した固定
効果法によるグラヴィティ・モデル分析を行うことにより、貿易自由化の効果に関する精密な
分析を行うことができた。また、関税率については、地域貿易協定締結の場合には特恵関税率
を適用することとなる。そのため本分析においては、地域貿易協定による貿易自由化の効果も



同時に分析できることとなる。ここでは、特に近年において重要視されている再生可能エネル
ギー関連物品を対象とした分析を行い、関税率の効果を詳細に分析することにより、財毎の効
果の異なりについて明らかにできた点が大きな成果であった。具体的には、太陽光パネルと風
力発電機を分析対象として取り上げている。この分析の成果は、2018 年３月の日本貿易学会東
部部会で報告することができ、興味深い報告となり、多くのコメントを得た。そのためこの成
果については、現在交付中の新しく実施している科研費研究に繋げており、近く雑誌に投稿す
る準備を進めている。 
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